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「毎月勤労統計調査地方調査速報」（令和４年１月分及び令和３年年末賞与） 

について 

 

 

 毎月勤労統計調査地方調査は、労働者の給与、労働時間及び雇用について、和歌山

県の月々の変動を明らかにするために厚生労働省が実施する統計法上の「基幹統計」

で、その令和４年１月分の結果をまとめたものです。 

 

 調査対象となる事業所は、日本標準産業分類の鉱業，採石業，砂利採取業、建設業、

製造業、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業，郵便業、卸売業，小売

業、金融業，保険業、不動産業，物品賃貸業、学術研究，専門･技術サービス業、宿泊

業，飲食サービス業、生活関連サービス業，娯楽業（その他の生活関連サービス業の

うち家事サービス業を除く。）、教育，学習支援業、医療，福祉、複合サービス事業、

サービス業（他に分類されないもの）（ただし、外国公務を除く。）のうち、常時５

人以上の常用労働者を雇用する民営及び公営の事業所の中から、厚生労働省が指定す

る約５３０事業所です。 

 また、上記事業所のうち、常時３０人以上の常用労働者を雇用する事業所につ

いて、令和３年１１月～令和４年１月の「特別に支払われた給与」のうち、賞与

として支給された給与を集計しました。 

 

当調査速報（冊子版）については、印刷ができ次第、配布させていただく予定です。 



調 査 結 果 の 概 要 
 

 

事業所規模５人以上。ただし、文中（ ）内は事業所規模３０人以上 

 

 

１ 賃金の動き 
 
(1) 令和４年１月の１人平均の現金給与総額（調査産業計）は、２６９，２３９円（２８２，８

２２円）、前年同月指数比１．３％増（前年同月と同水準）であった。 

(2) 現金給与総額（調査産業計）のうち、きまって支給する給与は、２４３，１５５円（２６２，

４５１円）、前年同月指数比１．８％増（０．５％増）、所定内給与は、２２６，０３３円（２

４０，１３３円）、前年同月指数比１．３％増（０．２％減）、超過労働給与は、１７，１２

２円（２２，３１８円）であった。 

(3) 物価上昇分を差し引いた調査産業計の実質賃金指数〈名目賃金指数÷消費者物価指数×100〉

は、現金給与総額は９９．５（９２．０）、前年同月比１．３％増（前年同月と同水準）、き

まって支給する給与は１０６．９（１０３．８）、前年同月比１．８％増（０．５％増）で

あった。 

※令和４年１月の和歌山市の消費者物価指数〈持家の帰属家賃を除く総合〉１００．１ 

 

 

２ 労働時間、出勤日数の動き 
 
(1) 令和４年１月の総実労働時間（調査産業計）は、１３０．９時間（１３６．６時間）で前年

同月指数比０．９％減（１．６％減）であった。 

(2) 総実労働時間（調査産業計）の内訳をみると、所定内労働時間は、１２１．０時間（１２４．

８時間）で前年同月指数比１．８％減（２．９％減）であった。所定外労働時間は、９．９

時間（１１．８時間）で前年同月指数比１３．８％増（１５．８％増）であった。 

(3) 製造業の所定外労働時間は、１１．９時間（１４．４時間）で、前年同月指数比４．４％増

（１２．８％増）となった。 

 

 

３ 雇用の動き 
 
(1) 令和４年１月末日現在の常用労働者数（調査産業計）は、２９０，４０１人（１５９，２０

９人）、前年同月常用雇用指数比３．２％増（５．８％増）であった。 

(2) 令和４年１月末日現在の製造業の常用労働者数は、５０，３７７人（３５，５５０人）で、

前年同月常用雇用指数比０．３％減（１．４％増）であった。 

(3) 常用労働者中のパートタイム労働者比率（調査産業計）は、３２．２％（２８．６％）で、 

前年同月差０．５ポイント下落（前年同月差０．３ポイント上昇）であった。 

 

 

４ 令和３年年末賞与（事業所規模３０人以上） 
 

令和３年１１月～令和４年１月の「特別に支払われた給与」のうち、賞与として支給された給

与を集計すると、令和３年年末賞与の一人平均支給額は３９２，９５９円となり、前年比６．

９％増となった。 

 



 

 毎 月 勤 労 統 計 調 査 
【令和４年１月】和歌山県の調査結果速報

～賃金・労働時間・雇用の動き～

和歌山県企画部企画政策局調査統計課
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（前年同月と比較して） ～事業所規模５人以上～

○賃 金:現金給与総額は２６９，２３９円で、１．３％の増加（１３ヵ月連続の増加）
きまって支給する給与は２４３，１５５円で、１．８％の増加（１４ヵ月連続の増加）

○労働時間:総実労働時間は１３０．９時間で、０．９％の減少（増加から減少に）
所定外労働時間は９．９時間で、１３．８％の増加（１１ヵ月連続の増加）

○雇 用:常用労働者数は２９０，４０１人で、３．２％の増加（減少から増加に）
パートタイム労働者比率は３２．２％で、０．５ポイントの下落（１９ヵ月連続の下落）

現金給与総額に対する項目別寄与度の推移【年別・月別】

総実労働時間に対する項目別寄与度の推移【年別・月別】

常用労働者数に対する項目別寄与度・パートタイム労働者比率の推移【年別・月別】

％

ポイント



今月の動き
注１）前年同月比（％）は、指数の前年同月比で、実数で計算した場合と必ずしも一致しません。

（△は減少）

（調査産業計）

（製 造 業）

注）

（調査産業計）

（製 造 業）

注） 総実労働時間＝所定内労働時間＋所定外労働時間

（調査産業計）

（製 造 業）

注２）令和４年１月に３０人以上規模の事業所の標本の部分入替えを行ったため、公表値に断層が生じて
　　　います。

16.4 13.5 12.2 10.7パートタイム労働者比率　 （％）
0.68 1.03離職率　　　　　　　　　　　　（％）

1.06

△ 0.5 △ 0.3 △ 0.7 △ 0.3前年同月差（ポイント）

0.84 0.70入職率　　　　　　　　　　　　（％）
0.61 1.08

0.77

35,550 5,761 千人常用労働者数　　　　　　　 （人）
△ 0.3 △ 1.4 1.4 △ 2.1前年同月比（％）
50,377 7,667 千人

1.11 1.58
28.6 24.5
0.3 △ 0.8

パートタイム労働者比率　 （％）
前年同月差（ポイント）

項　　　目

159,209 29,175 千人
5.8 △ 1.2

0.98 1.18

所定外労働時間         （時間）
前年同月比（％）

出勤日数　　　　　　　　　   （日）
前年同月差（日）

1.17 1.69
入職率　　　　　　　　　　　　（％）
離職率　　　　　　　　　　　　（％）

17.6 17.3

1.06 1.29

32.2 31.4
△ 0.5 0.2

前年同月比（％）

所定内労働時間　　　　 （時間）
前年同月比（％）

所定外労働時間         （時間）
前年同月比（％）

出勤日数　　　　　　　　　   （日）
前年同月差（日）

総実労働時間　　　　　　（時間）
前年同月比（％）

きまって支給する給与     （円）
前年同月比（％）

実質賃金指数（現金給与総額）
前年同月比（％）

所定内給与　　　　　　　    （円）
前年同月比（％）

超過労働給与               （円）
特別に支払われた給与    （円）

実質賃金指数（現金給与総額）
前年同月比（％）

実質賃金指数（きまって支給する給与）
前年同月比（％）

現金給与総額　　　　　　　 （円）
前年同月比（％）

△ 0.2 0.1

現金給与総額　　　　　　　 （円）
前年同月比（％）

きまって支給する給与     （円）
前年同月比（％）

所定内給与　　　　　　　    （円）
前年同月比（％）

超過労働給与               （円）
特別に支払われた給与    （円）

14.4 15.5
12.8 9.0
17.9 17.4

82.0

1.0 1.0
132.2 132.7

0.0 0.1

①現金給与総額＝きまって支給する給与＋特別に支払われた給与
②きまって支給する給与＝所定内給与＋超過労働給与
③実質賃金指数＝名目賃金指数（令和２年賃金平均＝１００）÷消費者物価指数（和歌山市：１００．１）×１００
【消費者物価指数：持家の帰属家賃を除く総合（令和２年平均＝１００）】

Ｂ　労働時間・出勤日数

146.6 148.2

0.0 1.2
103.8 101.6

0.5 1.4

22,318 24,198
20,371 11,218

92.0 84.6

106.9 100.1
1.8 0.5

0.5 2.0
240,133 274,671

△ 0.2 1.8

26,084 11,251
99.5 86.0
1.3 0.5

226,033 245,130
1.3 0.9

17,122 18,441

269,239 274,822
1.3 1.1

243,155 263,571
1.8 1.1

94.4 83.7
5.6 △ 0.1

7.6 0.7
25,158 28,847
10,970 11,725

0.5
281,779 305,275

7.9 1.4
256,621 276,428 289,477

4.4 0.7

6.4 △ 0.4

32,096 34,070
14,339 12,299

90.8

335,846
6.4 0.2

306,246 323,547
6.1 1.3

13.6
4.4 10.1

320,585

274,150

292,749 317,000
5.6

和歌山県

和歌山県

常用労働者数　　　　　　　 （人）
前年同月比（％）

144.2
△ 0.6 1.2
129.6 130.6
△ 1.1 0.4

11.9

事業所規模３０人以上
和歌山県 全　　国 和歌山県 全　　国

事業所規模５人以上

項　　　目 事業所規模３０人以上
和歌山県 全　　国 和歌山県 全　　国

事業所規模５人以上

全　　国和歌山県
事業所規模３０人以上項　　　目事業所規模５人以上

全　　国

全　　国和歌山県全　　国
総実労働時間　　　　　　（時間）

前年同月比（％） △ 1.6 1.4

項　　　目事業所規模５人以上 事業所規模３０人以上

124.8 125.1

130.9
△ 0.9

129.4

所定内労働時間　　　　 （時間）
0.7

17.1 16.8

△ 1.8 0.4
9.9 9.6

和歌山県
事業所規模３０人以上項　　　目事業所規模５人以上

13.8 4.1

121.0 119.8

136.6 136.9

項　　　目

全　　国和歌山県全　　国

282,822 310,087
0.0 1.8

262,451 298,869

△ 0.6 0.0

△ 2.9 0.7
11.8 11.8
15.8 7.1
17.5 17.1

△ 0.4

141.5

Ａ　賃　金

事業所規模５人以上 事業所規模３０人以上
和歌山県 全　　国和歌山県 全　　国

0.0

Ｃ　雇　用

△ 0.1 0.1

3.2 0.6
290,401 50,875 千人


